
指定管理者が行う公の施設の管理状況全期間評価 

 施設所管部名： 子ども・福祉部  

１ 指定管理者の概要等 

施設の名称及び所在 三重県身体障害者総合福祉センター（津市一身田大古曽 670番地２） 

指定管理者の名称等 社会福祉法人三重県厚生事業団 理事長 髙野 吉雄 

指定の期間 令和３年４月１日～令和８年３月 31日 

指定管理者が行う管理

業務の内容 

 センターの事業に関する業務 

（生活援助棟としての業務、福祉センターA型としての業務） 

 センターの施設及び設備の利用の許可等に関する業務 

 センターの利用料金の収受等に関する業務 

 センターの維持管理及び修繕に関する業務 

 その他センターの管理上必要と認める業務 
  
２ 管理業務の実施状況 

  
指定管理者 

の自己評価 
県の評価 全期間におけるコメント 

R３ Ｂ   管理に関する基本協定書・年度協定書に定める仕様に従い、施設入所支援、日

中活動支援及び通院・通所リハビリテーション等の事業を適切に実施するとともに、

施設整備の維持管理及び修繕を支障なく実施している。 

 雨漏りや大浴場などの水回り、天井煙感知器などの施設設備の老朽化につい

て、経年により修繕を要する箇所が年々増えてきているが、入通所利用者及び外

部利用者等に安全に利用していただけるよう、その都度早急に改善に向けた対応

をしている。 

R４ Ｂ  

R５ Ｂ  

R６ Ｂ  

R７ Ｂ  

  
３ 施設の利用状況 

  
指定管理者 

の自己評価 
県の評価 全期間におけるコメント 

R３ Ｂ  
 生活援助棟部門では、医療機関及び行政機関と連携し、受傷後から社会復帰後

の支援まで関わるなど、通過型訓練施設として施設入所支援及び日中活動支援を

実施した。 

 福祉センターＡ型部門では、医療機関及び居宅介護支援事業所などと連携し、在

宅障がい者、要介護者等を対象とした外来通院リハビリテーション、通所リハビリテ

ーション等を実施した。 

 平成 30 年４月の障害者総合支援法一部改正により、利用者の手帳の有無に関

わらず機能訓練・生活訓練を利用できるようになったことを受け、サービスを必要と

している方が、適切な期間施設を利用できるよう、利用者満足度向上に向けた取組

を実施した。 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者相談や通所者の欠席による利

用率低下がみられたが、令和４年度以降は利用率の回復に努めている。 

R４ Ｂ  

R５ Ｂ  

R６ B  

R７ B  

  
４ 管理業務に関する経費の収支状況（全期間） 

収入の部 支出の部 

指定管理料 794,866,860 事業費 235,816,345 

利用料金収入 858,394,557 管理費 2,042,194,926 

その他の収入 581,667,975 その他の支出 13,710,945 

合計 （a） 2,234,929,392 合計 （b） 2,291,722,216 

収支差額 （a）-（b） △ 56,792,824   

※参考                

利用料金減免額 ― 

 



５ 成果目標及びその実績 

  

指定管理

者の自己

評価 

県

の

評

価 

全期間における成果目標及びその実績 

成果目標 

項目 
目標値 

R３ 

実績値 

R４ 

実績値 

R５ 

実績値 

R６ 

実績値 

R７ 

実績値 

R３ Ｂ   
日中活動系サー
ビス利用率 

80.0% 50% 67.7% 62.4% 65.9% 55.8% 

R４ Ｂ   
リハビリテーショ
ン実施件数 

5,300件 4,462件 3,838件 4,180件 3,751件 4,431件 

R５ Ｃ   

三重県障がい者
スポーツ大会・ふ
れあいスポレク
祭参加人数 

3,500名 － 1,591名 2,842名 2,909名 2,901名 

R６ Ｃ   
福祉用具相談指
導件数 

350件 250件 250件 263件 222件 226件 

R７ Ｃ          

全期間におけるコメント 

 日中活動系サービス利用率については、新型コロナウイルス感染症の影響により令和３年度の利用率が落ち込ん

だが、利用者のニーズに応じたサービスを提供するため、高次脳機能障がい者への訓練や自動車訓練等の専門

的・特徴的な訓練の実施や、個別支援計画に基づく地域移行支援などに取り組んでおり、今後も個々のニーズに応

じた取組を進める必要がある。 

 三重県障がい者スポーツ大会・ふれあいスポレク祭参加人数については、新型コロナウイルス感染症の影響で参加

人数は落ち込んだが、周知方法を工夫しながら徐々に増加してきている。引き続き、各種スポーツ団体と連携して障

がい者スポーツの普及・啓発に取り組む必要がある。 

 福祉用具相談指導件数については、福祉用具展示の依頼や福祉用具フォーラム等を通して福祉用具の相談、自助

具の製作、福祉用具や住宅改修の研修を開催する等、福祉用具の普及・促進と産業振興に寄与した。引き続き、障

がいのある方が安全で快適な生活を送れるよう、福祉用具相談指導を実施していくことが求められる。 

 自主目標である地域生活移行率については全期間を通じて目標を達成した。 

 

６ 総括評価 

 県内唯一の身体障害者福祉センターA型及び自立訓練（機能訓練）を実施する障害者支援施設として、早期のリハ

ビリテーションにつながるよう、医療機関や行政機関等と連携しながら障がい者の個々のニーズに応じたサービスを

提供しており、障がい者の地域移行や社会参加の取組を進めている。 

 定期的にスポーツ教室を開催するとともに、三重県障がい者スポーツ大会・ふれあいスポレク祭を開催しており、障

がい者スポーツの推進に貢献している。三重県障がい者スポーツ大会・ふれあいスポレク祭については、アンケート

調査を実施し、運営委員会を通じて事業の改善を図っている。成果目標としている両イベントの参加人数について

は、新型コロナウイルス感染症の影響で参加人数は落ち込んだが、周知方法を工夫しながら徐々に増加してきてい

る。引き続き、各種スポーツ団体と連携して障がい者スポーツの普及・啓発に取り組む必要がある。 

 当施設は、障害福祉サービスとして、主に病気や怪我等により、身体的な機能訓練等が必要になった障がい者を対

象とした通過型訓練施設であるため、利用者数が変動することとなるが、引き続き、利用者に応じた訓練の実施など

きめ細やかなサービスを提供するとともに、地域における潜在的なニーズの掘り起こしに向けて関係機関へ継続的

な広報活動などの取組を実施することにより、利用実績の向上を図る必要がある。 

 日常点検により修繕箇所等に適切に対処するなど、施設の適正な維持管理を実施している。 

 

 以上のことから、三重県身体障害者総合福祉センターの施設の設置目的である「身体障害者の福祉の増進」に向

け、全期間を通じて適切に運営されていると評価できる。  
 


